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Tax Analysis 
 

不良資産処理税制シリーズそ

の 2：金融機関の資産損失の損
金算入に関する考察 
 
近年、移りゆく国際環境及び長期化するコロナ禍の影響を受け、経済の下振れ

圧力が高まり、マクロ経済環境が一定の困難に直面しているため、不良資産管

理の重要性がより一層高まっている。2022年初頭に公布された「政府活動報
告」では、政府と行政機関が財政・税務・金融改革を推進するにあたって、不

良資産処理の加速が初めて重要な任務の一つとして掲げられた。中国銀行保険

監督管理委員会の統計によると、2021年において、中国の銀行業が処理した
不良資産は前年同期比 0.11兆人民元増の 3.13 兆人民元であり、再び過去最高
を記録した。2017年から 2021年までの 5年間における不良資産処理の累計
額は 11.9兆人民元であり、過去 12年間の処理総額を上回り、これはシステミ
ックリスクの防止に重要な保障を提供している。 
 
銀行などの金融機関は不良資産処理において重要な役目を担っており、その処

理過程で発生する損失について企業所得税上の損金算入ができるか否かは、金

融業界及び各レベルの税務機関の注目を集めている。損失を十分に損金算入で

きない場合、金融機関の負担増加に繋がり、不良資産処理の促進に不利とな

る。現行の企業所得税法における資産損失の関連規定は抽象的なものであり、

より実務向けの規定は主に財税[2009]57号（以下、「57号通達」）と国家税
務総局公告 2011年第 25号（以下、「25号公告」）にある。この 2つの文書
はいずれも企業所得税法の施行初期に公布されたものであるため、近年複雑化

しつつある金融機関の資産処理や損失の損金算入需要に対応しきれなくなって

いる。本 Tax Analysisでは、金融機関の不良資産処理によく見られるいくつ
かのシナリオから、損失に対する企業所得税上の損金算入について考察する。 
 
 
 
 
従来、銀行などの金融機関は、競売・見積依頼・競争的交渉・入札募集などの

方式で、条件に合致する債権を資産管理会社または第三者企業に譲渡する。こ

の場合、通常、金融機関は譲渡した不良債権の金額から譲渡収入を差し引いて

損金算入可能な譲渡損失を計算する。 
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• 57号通達では、貸付金に係る債権について、「債権者が返済期限超過の債権について訴訟を起こした後、裁判所の
調停または債権者の稟議により、債務再編について合意した場合、債務者や保証人による債務の完済後に残った回収

 
実務上、金融機関が不良債権を譲渡する前に、すでに期限超過の貸付金のため

に複数の支払いを行っていることがよくある。これらの支払いは債務者が実際

に負担すべきであり、関連債務者に対する金融機関の債権になる。通常、これ

らの支払いは以下の内容を含む。 
 
• 債務者に訴訟を提起する関連費用 ——一般的に、これらの費用は金融機関
が一旦支払い、最終的に債務者が負担すべきであると裁判所が判決を下し

た後、債務者に対する債権になる。 
• 利息決済日から 90日以内に発生した「回収すべき利息の未回収分にかかる
売上増値税」 ——当売上増値税額は、金融機関が納税義務者であるが、貸
付金の債務者が実際に負担すべきである。 

 
通常、上述の債権は不良債権とともに譲受人に譲渡されるが、譲渡損失を計算

する際に、これらの未回収の債権を譲渡損失に計上できるか否かは、 57号通
達と 25号公告を含む既存の文書において明確に規定されていない。ただし、
実務上、ほとんどの税務機関は合理性の観点から、損金算入を認めている。 
 
 
 
完全譲渡処理に適さない不良資産について、銀行などの金融機関は不良資産の

証券化も検討する。即ち、金融機関は保有する不良債権または売掛金などを原

資産として信託を設立し、あるいは関連する債権、収益権などを資産担保計画

（中国語：資産支持計画）に譲渡し、対応する資産担保証券（Asset-Backed 
Securities。以下、「ABS」）の発行に使用する。 
 
実務上、ABSの発行に際して、原資産の「オフバランス化」（財務諸表に一
旦計上された資産に対する会計上の認識中止）を経て算出された処理損失につ

いて企業所得税上の損金算入が認められるか否かは論点が存在する。不良資産

の証券化にあたって、通常、銀行等の金融機関は資産証券化商品のオリジネー

ターとして、証券化商品の一部持分を保有する。即ち、金融機関は原債権に係

る一部のリスクを負う必要があり、将来、一部資産の「オンバランス化」も考

えられる。この場合、銀行等の金融機関が、将来負うリスクに基づき、原資産

の「オフバランス化」を経た処理損失の一部を認識できるか否か、及び資産証

券化商品の清算後、劣後投資家である銀行等の金融機関で発生した関連損失が

損金算入できるか否かについては、現行ルールでは明確に定められていない。

金融機関は、実際の業務アレンジを踏まえて、関連損失の損金算入の合理性と

実務について、税務機関に相談することが推奨される。 
 
 
 
近年、債務再編は金融機関が債権を処理する重要な方法の 1つとなっている。
57号通達と 25号公告は、債務再編損失の損金算入について、以下のように定
めている。 
 
• 57号通達では、売掛金、前払金に係る債権について、債権者と債務者が合
意した後、回収できない債権は、貸倒損失として損金算入できると定めら

れている。25号公告では、そのために債権者が債務再編合意書、債務者に
よる債務再編収益の納税状況に関する説明書等の証拠書類を提供する必要

があると定められている。従って、上述した損失の損金算入をスムーズに

進めるために、金融機関が債務再編の過程において、債務者と事前連絡を

取り、債務者の債務再編収益に対する会計処理・税務処理を確認し、関連

状況の説明書及び証拠書類の提供を債務者に求める必要がある。 
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不能な債権損失は損金算入できる」と定められている。ただし、この規定に関する実務ガイダンスや検査に備えるた

めの資料要件が明確に定められていないため、金融機関の損金算入に不確実性が存在する。金融機関がこの種の債権

について負う損失は往々として高額であるため、適時に損金算入できない場合、租税面で大きな影響をもたらす可能

性がある。従って、金融機関は債務再編の詳細について税務機関と十分なコミュニケーションを行うことで、実務規

定や損金算入の可能性を把握し、次の段階の判断材料とすることが推奨される。 
 
「債転株」（債務の株式転換）は重要な債務再編方式の 1つとして、実務において頻繫に利用されているが、企業所得
税上の処理に関するルールとガイダンスは比較的少ない現状である。債転株の企業所得税上の処理に関する現行の規定

としては、財税[2009]59号通達に代表される企業再編の関連文書で一般税務処理と特殊税務処理について大まかに定め
られているが、一般税務処理を適用する場合のみ、債権者が債務再編による損失を認識することができる。ただし、一

部の具体的なシナリオにおいて関連するルールをどのように運用すべきかについて、追って明確化が待たれる事項が少

なからず存在する。 
 
例えば、複数の債権者が関わる債転株取引において、各債権者は一般税務処理と特殊税務処理の選択について、異なる

意見を持つ可能性がある。その場合、全ての債権者における企業所得税上の処理方式を統一する必要があるか、或いは

各債権者が処理方式を自由に選択できるかについては、実務上、不確実性が存在している。また、上場企業の株式を転

換対象とする債転株取引において、通常、再編案（協議）で約定した株価と転換時点での公開価格が完全に一致するこ

とはないが、一般税務処理を適用する場合、どの価格で転換された株式の課税標準を確定すべきかについては、明確な

規定がない。どの価格で課税標準を確定すべきかは、株式転換後の債権者が保有する株式の課税標準を決定づける要素

であり、債権者の損失の計算にも影響を与える。なお、一部のより複雑な債転株取引において、信託やパートナーシッ

プなどに関わる場合、税務処理の不確実性が増加する。債転株に係る債務再編による損失の影響は比較的大きいため、

債転株取引に参加する金融機関は当該取引の税務上の影響を慎重に評価し、複雑な税務事項について必要に応じて早期

に専門機関に支援を求めることが推奨される。 
 
 
 
不良資産処理において、代物弁済は債務の弁済、及び裁判所による強制執行の代替案の一つとして、幅広く運用されて

いる。「不良資産処理税制シリーズその 1」では、銀行系金融機関、金融資産管理会社の代物弁済による不良債権回収
に関する最新の租税政策について分析を行った1が、実務上、代物弁済において、租税公課の負担に起因する税務上の論

点が存在している。 
 
• 代物弁済予約、裁判所による裁決、及び司法競売による資産所有権の取得について、金融機関が代物弁済資産に関連
する未払税金及び権利譲渡に関連する租税公課を立替えた場合、それらの支出は金融機関の原価・費用として損金算

入できるか否か。 
• 上述した支出が金融機関の原価・費用であると認められる場合においても、実務上、金融機関は債務者、税務当局及
びその他の機関（代物弁済資産の評価を担当する仲介機関等）から合法的かつ有効な発票を取得できる可能性が低い。

これは、損金算入の障害になるか否か。 
 

企業所得税法の現行規定では、金融機関における上述の支出項目の損金算入は困難かつ、金融機関の処理負担を増大さ

せており、代物弁済資産の受入による不良資産処理の意欲を低下させている。 
 
 
 
銀行などの金融機関が債務者や保証人に対して強制執行を申請してもなお、債権性投資による損失を回収できない場合、

57号通達と 25号通達の規定により、金融機関は「強制執行の対象となる財産が存在しない」ことを事由とする強制執
行停止（中止）の裁決を取得した後、損失を損金算入することができる。しかし、訴訟の実務上、「強制執行の対象と

なる財産が存在しない」状況は、「対象資産が他の債務者の差押登記対象となっている」、「対象資産が処理できな

い」、「対象資産に処理する価値がない」などを含めて多く存在するが、そのいずれかの状況が存在する場合、裁判所

は「強制執行の対象となる財産が存在しない」ことを事由として、強制執行停止（中止）の裁決書を発行できるが、上

述した状況が企業所得税上の損金算入要件を充足するか否かについて、各地の税務機関が異なる解釈や見解を持つ可能

性がある。金融機関は関連資料の準備に際して、所轄税務当局の要求を把握し、必要に応じて所轄税務当局と連絡を取

り、確認する必要がある。 
 

 
1 詳細は関連 Tax Analysisを参照されたい。https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2022/deloitte-cn-tax-tap3622022-zh-
221019.pdf 
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まとめ 
 
中国の金融機関による毎年の不良資産処理の金額（処理済み金額）は多額となっている。前述した分析の通り、経済活

動の複雑化、処理方法の多様化に伴い、不良資産に関連する損失を適時に又は十分に損金算入できないリスクが発生し、

企業の経済的負担を増加させ、会計・税務管理にプレッシャーがかけられている。財政・税務関係の行政機関による不

良資産処理の関連税制の更なる整備が期待される一方、金融機関は自社の不良資産の損金算入状況（会計処理と税務処

理の差異等を含む）を定期的にレビューすることが推奨される。その内、過年度に損金算入されなかった不良資産の損

失が損金算入要件を充足しているか否かを適時に評価し、損金算入を早期に申請できるよう、実務上の税務当局の要求

を把握することが推奨される。通常の不良資産処理については、損失証明書類の順調な入手と慎重な保管のために、業

務部門との十分なコミュニケーションが必要である。また、より複雑な不良資産の処理については、企業所得税上の現

行規定を把握し、税務当局または専門機関と相談することで、適切な税務処理を行うことが推奨される。 
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